
豊島区保育所等指導検査実施要綱

令和５年４月１日

子ども家庭部長決定

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）及び子ども・子

育て支援法（平成２４年法律第６５号）（以下「児童福祉法等」という。）その他法令等の規

定に基づき、認可保育所、地域型保育事業の事業所及び認定こども園又はこれらを運営する

事業者等（以下「保育所等」という。）に対して豊島区（以下「区」という。）が実施する指

導検査について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、児童福祉法等の定めるところによる。 

（指導検査の目的） 

第３条 指導検査は、児童福祉法等のほか、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、消防法

（昭和２３年法律第１８６号）、豊島区児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（令

和４年豊島区条例第４２号）、豊島区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年豊島区条例第３１号）、豊島区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営の基準に関する条例（平成２６年豊島区条例第３２号）、豊島区子どもの権利に関する

条例（平成１８年豊島区条例第２９号）、その他法令（以下「関係法令」という。）に照らし、

設備及び運営に関する基準等の適合状況及び区が別に定める指導検査に係る基準、方針等に

対する実施状況等について個別的に明らかにし、必要な助言及び指導又は是正の措置を講ず

ることにより、保育所等の適正な運営及びサービスの質の確保並びに利用者支援の向上を図

り、もって区における児童福祉のより一層の増進に寄与することを目的とする。 

（指導検査の基本方針等） 

第４条 指導検査が形式的、画一的なものに陥ることのないよう、指導検査で発見した問題点

の発生原因及び是正策を明らかにし、指導検査の対象者が適正な運営と子どもの適切な処遇

を確保できるよう、具体的な助言及び指導を行うものとする。 

２ 指導検査を適切に実施するため、次に掲げる事項を定める。 

（１） 指導検査の実施年度において重点的に指導検査を実施する項目その他当該年度にお

ける指導検査の実施方針（以下「指導検査実施方針」という。） 

（２） 指導検査の対象とする項目、根拠である法令等、評価事項その他必要な事項を記載

した指導検査の基準（以下「指導検査基準」という。） 

    なお、検査基準における評価の区分は、別表に掲げる評価区分に沿って定める。 

（３） 指導検査の実施の時期、対象者等に係る年間の計画表（以下「指導検査実施計画」

という。） 



３ 適正な指導検査を実施するため、指導検査実施方針、指導検査基準及び指導検査実施計画

について、必要に応じて、指導検査の結果を踏まえた見直しを行うものとする。 

４ 指導検査を実施するときは、社会福祉法人に対する指導検査（豊島区社会福祉法人指導監

査実施要領）における指摘事項を把握した上で行うものとする。 

（指導検査の対象） 

第５条 指導検査の対象は、次に掲げる施設及び事業とする。 

（１） 認可保育所 

（２） 地域型保育事業 

（３） 認定こども園 

 （指導検査の種類） 

第６条 指導検査を実施するときは、集団指導、一般指導検査及び特別指導検査の３種類に区

分して行うものとする。 

（集団指導） 

第７条 区長は、保育所等に対し、指導検査基準の内容、制度改正の内容及び過去の指導事例

等について、講習等の方式により年１回実施する。 

２ 区長は、集団指導を実施する場合は、集団指導を実施する旨、その日時、場所、予定され

る指導内容及びその他必要事項を記載した通知を保育所等に送付する。 

（一般指導検査） 

第８条 一般指導検査は、原則として指導検査に係る事項の全体について指導検査実施計画に

基づき、指導検査の対象者の設置する施設において、当該施設ごとに実施する。ただし、必

要に応じて、あらかじめ指導検査に係る事項を限定して定め検査することができるものとす

る。 

２ 保育所等の運営等に問題が発生した場合又は通報等により、そのおそれがあると認められ

る場合は、指導検査実施計画にかかわらず適宜指導検査を実施する。 

３ 一般指導検査の結果から継続して一般指導検査が必要と認めるときは、一般指導検査を臨

時に実施するものとする。 

４ 新たに開設された保育所等に対する最初の一般指導検査については、当該開設後２年に満

たない時期に実施する。 

５ 区長は、一般指導検査中に、次のいずれかに該当する状況を確認した場合は、直ちに特別

指導検査に移行するものとする。 

 （１）法令又は区の基準等に著しく違反している状態が確認され、当該施設又は事業を利用

する者の生命又は身体の安全に危害を及ぼす恐れがあると判断した場合 

 （２）委託費、地域型保育給付費、扶助費等の請求に不正又は著しい不当性が認められる場

合 

 （特別指導検査） 



第９条 特別指導検査は、次の各号のいずれかに該当する場合に、指導基準のうち特定の検査

対象項目を定め、重点的かつ継続的に改善がなされるまで、当該保育所等において実施する。 

（１）関係法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くために、保育所等の運営に重

大な支障を及ぼしているおそれがあると疑うに足りる理由があるとき。 

（２）一般指導検査により指導等を行った事項について、改善が認められないとき。 

（３）正当な理由がなく、一般指導検査を拒否したとき。 

（調査書等の提出） 

第１０条 区長は、保育所等に対し、保育所等の運営状況等について調査するために保育所等

調査書（以下「調査書」という。）を送付し、指定期限までに調査書及び関係資料の提出を求

める。 

 （一般指導検査の実施手順） 

第１１条 区長は、一般指導検査を実施しようとするときは、あらかじめ保育所等に対し、検

査対象項目に関する状況の確認に必要な資料の提出を求めるとともに、保育所等に対し、別

記第１号様式による実地検査実施通知書（以下「実施通知書」という。）により通知する。 

２ 前項の規定にかかわらず、保育所等の運営等に問題が発生した場合又は通報、調査書の確

認の結果等でそのおそれがあると認められる場合には、指導検査の開始時に実施通知書を提

示するなどの方法により一般指導検査を行うことができる。 

３ 一般指導検査は、原則として職員２名以上の検査員が指導検査基準に基づき実施する。 

４ 検査員は、一般指導検査終了後、実地検査指導事項票を用いて、保育所等に検査結果を講

評し、改善すべき事項がある場合は、改善の必要な事項と解決方法を口頭で指示する。ただ

し、法令解釈等で疑義が生じた場合などは、現地での講評を行わず、関係者を招致して講評

を行うことができる。 

５ 一般指導検査の実施に当たっては、必要に応じて、関係部課の職員又は保育所等に関係す

る者に対し、一般指導検査の立会いを求めるとともに、必要事項の調査及び照会を行う。 

（一般指導検査後の取扱い） 

第１２条 検査員は、一般指導検査終了後、結果を速やかに区長に報告しなければならない。 

２ 区長は、一般指導検査の結果について、保育所等に対し、指摘する事項がない場合又は評

価区分がＡ又はＢの場合にあっては別記第２号様式による実地検査結果通知書により、改善

を要する事項が認められた場合（評価区分がＣの場合）にあっては別記第３号様式による実

地検査結果通知書により通知する。 

３ 区長は、前項の規定により、別記第３号様式による実地検査結果通知書により通知すると

きは、保育所等に対し、原則として３０日以内に別記第４号様式による改善状況報告書（以

下「報告書」という。）を提出するよう求める。なお、社会福祉法人においては、当該検査結

果を理事会で報告させ、その理事会の議事録の写しを提出させるものとする。 

４ 区長は、提出を受けた報告書の内容を確認し、継続して指導検査の必要があると認めると

きは、再度一般指導検査を実施するものとする。 

５ 度重なる一般指導検査によっても、改善の措置が認められないときには、特別指導検査の



実施対象とする。 

 （特別指導検査の実施手順） 

第１３条 区長は、特別指導検査を実施しようとするときは、あらかじめ保育所等に対し、実

施通知書により通知する。ただし、指導検査の目的と効果を勘案し、特別指導検査の開始時

に実施通知書を提示する等の方法により通知する場合には、この限りではない。 

２ 特別指導検査は、原則として副参事以上の職にあるものを長とする検査員３名以上で実施

する。なお、副参事以上の職にあるものを除く検査員のうち１名以上は、係長級以上の職に

あるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、保育所等の状況により適宜体制を再編し、又は専門員を加えて

特別指導検査を実施することができる。 

４ 特別指導検査は、検査の目的及び効果をその都度勘案し、問題の重要性、緊急性等の状況

に応じ、重点的に、又は改善が図られるまで継続的に実施する。 

５ 検査員は、特別指導検査終了後、検査員相互で調整を行った上で、保育所等に対して検査

結果を講評し、改善の必要な事項と解決方法を口頭で指示する。ただし、状況によって、現

地での講評を行わず関係者を招致して講評を行うことができる。 

６ 区長は、特別指導検査の効果を高めるために、必要に応じて、関係部課の職員又は保育所

等に関係する者に対し、特別指導検査の立会いを求めるとともに、必要事項の調査及び照会

を行う。 

（特別指導検査後の措置） 

第１４条 検査員は、特別指導検査終了後、結果を速やかに区長に報告しなければならない。 

２ 区長は、特別指導検査の結果について、保育所等に対し、理由を付して文書で通知する。 

３ 区長は、特別指導検査の文書指摘事項について、保育所等に対し、原則として３０日以内

に報告書の提出を求め、その改善内容を精査するとともに、必要に応じ指導を継続する。な

お、社会福祉法人においては、当該検査結果を理事会で報告させ、その理事会の議事録の写

しを提出させるものとする。 

４ 区長は、報告書が期限内に提出されないとき、又は改善内容を精査した結果、改善の意思

がなく、若しくは改善を怠っていると認められるときは、法令の定めるところにより必要な

改善を勧告する。 

５ 区長は、前項の規定による勧告によってもなお改善が図られないとき、又は改善の見込み

がなく、かつ、児童福祉の観点から有害であると認められるときは、法令の定めるところに

より行政処分を行うための手続を進める。 

６ 区長は、保育所等の利用者に重大な影響が及んでいるなど緊急を要すると認められるとき

は、第２項及び第３項の規定にかかわらず、直ちに法令に基づく処分の手続を進める。 

（指導検査結果の提供） 

第１５条 指導検査の結果は、適宜集約し、関係課及び東京都等関係機関に提供する。 

 （指導検査に係る情報の公開） 



第１６条 区長は、法令等により非公開とされる場合を除き、指導検査に関する情報の公開に

努める。 

（身分証明書の携帯） 

第１７条 指導検査の検査員は、その身分を示すため、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生

省令第１１号）及び子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）に定め

る証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

（要綱の適用除外） 

第１８条 他の要綱に定めのある指導検査については、この要綱の適用を除外する。 

 （委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、子ども家庭部

長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年４月１日より適用する。 

別表 評価区分（第４条第２項第２号関係） 

評価区分 評価形態 考え方 

Ｃ 文書指摘 

福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する場合（軽微な違

反の場合を除く。）は、原則として、「文書指摘」とする。 

ただし、改善中の場合、特別な事情により改善が遅延している

場合等は、「口頭指導」とすることができる。 

Ｂ 口頭指導 

福祉関係法令以外の関係法令又はその他の通達等に違反する

場合は、原則として、「口頭指導」とする。 

ただし、管理運営上支障が大きいと認められる場合又は正当

な理由なく改善を怠っている場合は、「文書指摘」とする。 

なお、福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する場合であ

っても、軽微な違反の場合に限り、「口頭指導」とすることがで

きる。 

Ａ 助言指導 
法令及び通達等のいずれにも適合する場合は、水準向上のた

めの「助言指導」を行う。 



別記第１号様式（第１１条第１項関係）

第 号

 年 月 日

代表者 様

豊 島 区 長

実地検査の実施について（通知）

 このことについて、下記のとおり実地検査を実施しますので通知します。

記

１ 検査対象   （施設名）

２ 実施年月日

    年  月  日（  曜日）  時から

３ 検査員職氏名

４ 準備書類

５ 留意事項

６ 検査の根拠法



別記第２号様式（第１２条第２項関係）

第 号

 年 月 日

代表者 様

豊 島 区 長

実地検査の結果について（通知）

 付 第 号に基づき実施した下記の実地検査においては、文書により指摘する事項

は認められませんでした。

なお、検査当日、口頭により指導した事項については、速やかに改善を図ってくだ

さい。

記

１ 検査対象

     （施設名）

２ 検査実施日

    年  月  日



別記第３号様式（第１２条第３項関係）

第 号

 年 月 日

代表者 様

豊 島 区 長

実地検査の結果について（通知）

 付 第 号に基づき実施した下記の実地検査において、別紙のとおり改善を要する

事項が認められました。

ついては、貴法人理事会において審議の上、速やかに改善を図るとともに、下記の

とおり報告してください。

記

１ 検査対象

     （施設名）

２ 検査実施日

    年  月  日

３ 改善報告

(１) 提出書類
 ア 改善状況報告書

 イ 添付書類

   改善状況を確認できる資料

   理事会議事録（写）

(２) 報告期限
 この文書の到達から３０日以内

(３) 提出方法

４ 提出先



別記第３号様式（第１２条第３項関係）

別紙

実地検査結果通知書

検査対象   

検査年月日  

項目 改善を要する事項



別記第４号様式（第１２条第３項関係）

第 号

 年 月 日

豊島区長 様

  （設置者・代表者名）     

印 

改善状況報告について

  年 月 日付 第 号により通知のあった改善を要する事項について、別紙のと

おり報告します。

記

１ 検査対象

     （施設名）



別記第４号様式（第１２条第３項関係）

別紙

改善状況報告書

経営主体

施 設 名

担 当 者

電 話

分
野

改善を要する事項

事項別改善状況（又は方策）

改善の時期（期限）

記載上の注意

・改善を要する事項…実地検査結果通知書の「改善を要する事項」の全文を転記する

こと（根拠法令等の記載は不要）。

・改善状況又は方策…改善状況又は方策について、具体的に記載すること。

・時期（期限）  …「○月○日以降改善済」又は「改善中」、「○月○日までに改善

する予定」等、記載すること。


